
整理番号　ＮＯ．21

法人名：社会福祉法人　青森県すこやか福祉事業団



Ⅰ　法人の概要
平成１４年７月１日　現在

　組織構成

　理事・役員数 常勤 2 名 （県派遣） 名 （県ＯＢ） 2 名 非常勤 11 名 合計 13 名

　監事・監査役数 常勤 名 （県派遣） 名 （県ＯＢ） 名 非常勤 2 名 合計 2 名

　職　　員　　数 常勤 170 名 （県派遣） 37 名 （県ＯＢ） 名 非常勤 41 名 合計 211 名

※臨時職員は非常勤に含む。

　基本財産・資本金等

千円 千円 ％

千円 千円 ％

千円 千円 ％

　主な出資者等の構成（出資等比率順位順）

1 6

2 7

3 8

4 9

5 10

　会 員 数（社団法人対象） 　寄付金に関する減免措置

区　　分 正会員 賛助会員 合計

法　　人 0 有 （　　年　　月より） 無

個　　人 0 有 （　　年　　月　　日～年　　月　　日） 無

　組　織　図　（簡略に記入するか別紙で添付してください。）

青森県健康福祉部健康福祉政策課

その他の会員

特定公益法人の有無

指定寄付金の有無

　

　

　

　

氏　　名　・　名　　称 金額（千円） 出資等比率（％）

　

　

　

　

　

氏　　名　・　名　　称 金額（千円） 出資等比率（％）

　

5,000

15,000

100.0

100.0

100.0

基　　　　　　　　金

合　　　　　　　　計

10,000

5,000

15,000

　　　　　うち県の出資等額 　　　　県の出資等比率

　設立年月日 昭和52年12月5日
　事務所の所在地

（電話番号）

別紙のとおり

所  管  課　法人の名称 社会福祉法人　青森県すこやか福祉事業団代表者職氏名 理事長　小林英子

青森市中央三丁目２０番３０号（県民福祉プラザ3階）

０１７－７７７－８１１８

基本財産・資本金 10,000
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組　　織　　図

園長

課長

総務課

課長

課長

局長事務取扱

八甲田学園

次長事務局

今保（１５名）

課長事務取扱

※木村成善

次長

丸本富勝

支援課

※村田妙子（１８名）

（２名）

地域生活支援ｾﾝﾀｰ

※小野肇（４名）

指導第二課

須藤和人（8名）

指導第一課

※坂本信子（１4名）

総務課

※工藤禎長

次長

課長事務取扱

※小笠原淳治（13名）

課長

第一課

担当職員

（１１名）

次長

※小笠原淳治

課長

田川玉雄（１９名）

奈良岡勇造

次長

沖﨑聖也

※箱崎吉行

釜臥荘

総務課

生活支援課

課長

第二課

課長

工藤順子（１４名）

しらかば寮

寮長

※竹浪仁一

さつき寮

寮長

※千葉裕

指導課指導部

課長

辻村博隆（１４名）

作業支援課

課長

成田光仁（９名）

坂本たか（3名）部長

※八木橋博

社会福祉研修推進
監

生きがい健康推進課

課長

鳴海春輝（５人）

※鳥谷部智

社会福祉研修企画
監

※銭谷誠

担当職員（２名）

相談情報課

課長

なつどまり

所長

※山内修

研修所

所長

※米澤雅

長寿社会振興
センター

高齢者総合

相談センター

専務理事

奈良岡勇造

理事長

小林英子

※阿保立文

園長

安生園

園長

森山俊昭

所長

※奥﨑榮二 澤田哲哉（３人）

※印は県派遣職員
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　設　　立　　目　　的

　設  立  の  背  景　

　事　　業　　内　　容

により、活力ある長寿社会の実現に資することを目的として次の事業を行っている。

（４）高齢者総合相談センターの受託経営

（２）青森県社会福祉研修所の受託経営

（３）青森県長寿社会振興センターの事業運営

（１）青森県知的障害者総合福祉センターなつどまり（親子指導施設・実務研修施設）の受託

　経営

　者授産施設さつき寮・知的障害者更生施設しらかば寮））

（３）知的障害者地域生活援助事業（青森県立八甲学園、青森県知的障害者総合福祉セン

　ターなつどまり（知的障害者授産施設さつき寮））

３　前記１及び２に掲げる社会福祉事業以外の事業

　授産施設）の受託経営

２　第二種社会福祉事業

（１）児童短期入所事業（青森県立八甲学園）

（２）知的障害者短期入所事業（青森県知的障害者総合福祉センターなつどまり（知的障害

１　第一種社会福祉事業

（１）青森県立八甲学園（知的障害児施設）の受託経営

（２）青森県立安生園及び青森県立釜臥荘（養護老人ホーム）の受託経営

（３）青森県知的障害者総合福祉センターなつどまり（知的障害者更生施設・知的障害者

森県における高齢者の社会活動についての普及及び生きがいと健康づくりを推進すること

２　行政、民間、学識経験の３者構成による理事会により、広汎な視野に立った法人の運営

　ができる。

３　独創的、実験的運営が可能となる。

４　予算執行を効率的・弾力的に行うことができる。

１　公設民営方式による経営、施設志向型の意欲と実践力のある人材を確保できるため、

　充実した処遇の実があげられる。

　当事業団は、青森県から社会福祉施設等の管理運営の委託を受け、青森県と一体になっ

て青森県社会福祉事業の推進を図り、広く県民福祉の向上と増進に寄与するとともに、青

平成１４年度からは、広く県民の健康や福祉に係る効率的・効果的な事業の展開をするた

め、財団法人青森県長寿社会振興財団と統合したものである。

　青森県から社会福祉施設等の管理運営の委託を受け、青森県と一体になって本県の社

会福祉事業の推進を図り、広く県民福祉の向上と増進に寄与するとともに、青森県におけ

　知的障害者総合福祉センターの開設に当たり、次の理由から社会福祉事業団設立に至っ

たものである。

る高齢者の社会活動についての普及及び生きがいと健康づくりを推進することにより活力

ある長寿社会の実現に資することを目的とする。
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Ⅱ　マネジメント

１　経営理念、中長期経営計画

（１）経営者の経営理念・基本目標等

（２）平成１３年度における経営者の経営目標の達成度の自己評価

　　高齢者向けのニュースポーツ講習会を開催し、スポーツを通じての仲間づくりや健康増進を図った。

８　財団運営委員会・専門部会の活用と青森県の地域性を生かした事業について協議検討

　　啓発普及専門部会及び養成研修専門部会を組織し協議検討を実施した。

９　スポーツの振興による健康づくりを推進

　　県社会福祉協議会の各種会議等の機会に事業説明のパンフレットを配布したほか、事業実施に直接関係する市町村社会福祉

　協議会には職員が出向き協力を得るなど連携が強化された。

７　シニア洋上セミナー参加者の事後活動の充実

　　シニアの船の会と協議し、事後活動を踏まえた新規事業の実施について協力を得た。

　　「アンテナショップなつどまり」を開設し、相応の販売実績を確保するとともに、授産製品の提供を通して地域との共生に努めた。

５　職員の資質の向上

　　QCサークル活動を推進し、事業団内部での事例発表会を開催した。

６　関係機関との連携強化

１　経営理念

（１）福祉環境の変化に伴い、多様化する福祉ニーズに的確に対応していくため、「社会福祉基礎構造改革」及び県の「青森県社会

　福祉基本計画」の目指す方向性を踏まえながら、委託者である県とのパートナーシップをこれまで以上に確実なものとし、「利用

１　良質な福祉サービスの提供

　者本位の福祉サービスの提供」を基本に入所・在宅等各種社会福祉事業を充実するとともに、県内の社会福祉事業推進の先駆

　的・モデル的役割を果たせるよう努める。

（２）「措置から契約への移行」「競争原理の導入」の社会福祉基礎構造改革に対するために、また、県から委託費等の公金の使

　途に対する県民の目は非常に厳しいものがあることから、「コスト管理」の意識をもち、経費縮減と良質な福祉サービスの効率的

　な提供に努める。

２　基本目標

　上に努めた。

３　在宅福祉サービスの拡充

　　さつき寮において、通所部門の順調な運営、グループホーム「うとうハイム」の新規開設、更には「サンデー通所訓練事業」の通

　年実施の実現等在宅福祉サービスの拡充が図られた。また、「地域生活支援センター」を開設し、利用者の社会的自立及び地域

　生活への移行等を推進した。

４　地域と共生する施設づくり

　　各施設とも利用者からの「苦情解決事業」が積極的に活用されており、当該事業定着が図られた。

２　先駆的事業の取り組み

　　音楽療法の導入について、安生園に続き八甲学園でも取り組まれたほか、八甲学園では、強度行動障害に係る援助技術の向

（８）IT（情報通信技術）の進展等経済・社会環境の変化に伴う高齢者のニーズを、幅広く意見交換を行うこと等により把握し、それ

　らに対応できる事業の展開を図る。

（９）シニア洋上セミナーの参加者に対応する事後活動について推進する。

（３）高齢者が生涯を健康でかつ生きがいを持って社会活動ができる環境づくりを進めることを基本的考え方とし、「青森県高齢社

　会対策大綱」、「青森県長寿社会憲章」との整合性を図りながら事業を推進する。

（２）強度行動障害児・者、自閉症児・者、重度障害児・者及び痴呆性老人等の処遇困難な入所児・者に対する処遇技術向上のた

（７）既存事業の再検討を行い、効果の大きい事業については拡充に努める。

（１）利用者の人権や意志を尊重し、良質な福祉サービスを提供するため、職員の倫理意識を高めるとともに、処遇技術の専門性

　の向上に努める。

（３）グループホームや通所事業などの在宅福祉サービスの拡充に努める。

（５）内部・外部研修を充実し、職員の資質の向上を図るとともに、職場における自己啓発、相互啓発を助長し、活力のある職場作り

　に努める。

（６）高齢者がイベントに単に参加するだけでなく、自らが自主的に参加する「参加型事業」の展開を図る。

　めの先駆的取り組みに努める。

（４）各種の行事への参加や施設の専門的機能を地域に開放する等、地域交流を積極的に進め、地域と共に生きる施設づくりに努

　める。
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（３）平成１４年度における経営者の経営目標

（４）中長期経営計画の状況

７　高齢者ラジオ放送講座「あおもり長寿セミナー」の充実を図る。

８　体系的な内部研修を実施するとともに、外部、専門研修への積極的参加により職員の資質の向上を図る。

４　授産施設通所部門の拡充、短期間入所事業等在宅福祉サービスの一層の充実を図るとともに、地域生活支援センター等福祉

　サービスの効率的提供体制の強化に努める。

５　シニア洋上セミナーの事後活動としてシニアすこやか事業を実施する。

６　生きがい健康づくり推進協力員の活動の充実強化を図る。

１　旧社会福祉事業団と旧長寿社会振興財団が統合し、事業団の事業規模が拡大したことから、新生事業団の事業経営全般の

　円滑な総合的融合を図るとともに、事業団の経営に係る新たな基本計画の検討に着手する。

２　社会福祉基礎構造改革及び県の行財政改革の方向性に対応し、事業団の経営改革の具体化について内部検討を進める。

３　強度行動障害、自閉症等処遇困難児・者に係る援助技術の向上に努める。

　　今年度策定　　　　　　　　　（中・長期経営計画書を作成し次第提出すること）
　　（　11年度　　～　18年度　）　　　計画の策定状況

　　昨年度までに策定済　　　（中・長期経営計画進捗状況調を添付すること）
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２　事業内容等

（１）平成１４年度予定している主な事業

事業区分
公益・収益
区　　　分

金額（千円）
全体事業

費に占める
割合（％）

受託 公益 直営 485,127 23.3%

受託 公益 直営 6,488 0.3% 在宅の心身障害児（者）を介護している保護者が、疾

病等の事由によって家庭における介護を行うことが困

難となった場合に、当該障害児（者）を緊急に一時的に

利用入所させてその保護を行う。

受託 公益 直営 22,300 1.1%

受託 公益 直営 299,296 14.4%

体上若しくは精神上又は環境上の理由及び経済的理

由により居宅において養護を受けることが困難な方を受

け入れる施設。

受託 公益 直営 167,004 8.0%

体上若しくは精神上又は環境上の理由及び経済的理

由により居宅において養護を受けることが困難な方を受

け入れる施設。

受託 公益 直営

慣の確立とグループ別の機能訓練や活動を通して社

875,327 42.1% 会参加を目指す。また、３０人棟では高齢者を対象に

健康管理や生きがい作りを中心とした活動や援助を行

う。

受託 公益 直営

受託 公益 直営 1,108 0.1%

受託 公益 直営 3,011 0.1%

受託 公益 直営 11,597 0.6%

受託 公益 直営 69,221 3.3%

受託 公益 直営 94,511 4.5%

受託 公益 直営 43,006 2.1%

千円 千円

千円 千円

千円 千円

％ ％

発達に遅れがある子供と保護者が一緒に宿泊して、

養育上の問題などを話し合い、具体的な生活指導

青森県長寿社会振興ｾﾝﾀｰの事業運営

青森県高齢者総合相談センターの受託

深め、その処遇技術を学習する。

等を学ぶ。また、施設や行政、団体の福祉関係者や

ボランティア等が宿泊して入所者とふれあい、理解を

必要とする場合に当該心身障害児（者）を短期的に

への援助を行う施設。

地域社会の中の住宅で共同生活を営む知的障害

児童短期入所事業

者の社会自立を促進するために必要な援助を行う。

老人福祉法に基づき、原則として６５歳以上の方で、身

老人福祉法に基づき、原則として６５歳以上の方で、身

青森県における明るい活力ある長寿社会の実現に向

けて高齢者が豊かな経験、知識、技能を発揮して、

健康でかつ生きがいをもって社会活動を行っていける

ようにする事業を運営する。

　研究に関すること。

④その他必要な業務

①社会福祉事業等従事者の研修に関すること。

②社会福祉事業等従事者の研修に関する調査及び

③社会福祉に関する資料の収集及び利用に関する

　こと。

事　　　業　　　名

県内の知的障害児が利用して生活指導を行うとともに、

将来の生活に必要な知識・技術などを習得させ、自立

知的障害児施設の受託経営

青森県立八甲学園

事　　業　　内　　容
直営・委託
区　　　分

社会福祉に関する事業又は事務に従事する者の

資質の向上を図り、あわせて県民の社会福祉に関

する意識の高揚を図るため、次に掲げる業務を行う。

主に障害の重い方を援助すると共に、自立に必要な援

助・支援を行う。個別の生活指導による基本的生活習

在宅の心身障害児（者）の介護を行う保護者の疾病

その他の理由により、一時的に保護または指導を

利用させてその保護・指導を行う。

地域社会の中の住宅で共同生活を営む知的障害

者の社会自立を促進するために必要な援助を行う。

知的障害者地域生活援助事業

（グループホーム）

青森県社会福祉研修所の受託経営

知的障害者短期入所事業

なつどまり

知的障害者授産施設の受託経営

知的障害者更生施設の受託経営

青森県知的障害者総合福祉ｾﾝﾀｰ

①　／　③

親子指導施設及び実務研修施設の

受託経営

知的障害者地域生活援助事業

養護老人ホームの受託経営

青森県立釜臥荘

養護老人ホームの受託経営

100.0

2,077,996

0

2,077,996

100.0④　／　⑥

2,077,996

高齢者とその家族が抱える各種の心配ごとや悩みご

との相談に応じるとともに、高齢者に関する情報の収

集および提供を行う。

青森県立安生園

③ 当期支出(①＋②) 

④ 直営事業支出

⑤ 委託事業支出

⑥ 当期支出(④＋⑤) 

0

2,077,996

① 公益事業支出

② 収益事業支出

経営

の支援も行う。

一般社会で雇用されることが困難な障害のある方に、

各種の授産活動を通じて、働く場を提供すると共に、

将来自立生活をするために必要な訓練を行う。また、

グループホーム等を利用し、地域で生活している方の
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　目　標　値

100%

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

72% 91% 88% 施設の効率的利用

　目　標　値

100%

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

98% 98% 96% 施設の効率的利用

　目　標　値

100%

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

96% 98% 94% 施設の効率的利用

　目　標　値

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

100% 100% 98% 施設の効率的利用

　目　標　値

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

　目　標　値

1385

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

¥19,360,947
（知的障害者授産施設）事業運営　　　　｛授産事業売上高｝

過去の実績
（単位） ¥18,008,750

　　事　業　名

青森県知的障害者総合福祉センターなつどまり

青森県立八甲学園（知的障害児施設）受託経営｛入所率｝

青森県立安生園（養護老人ホーム）受託経営｛入所率｝

過去の実績
（単位）

（２）平成１４年度予定している主な事業に係る目標（指標）内容

　　事　業　名

過去の実績
（単位）

青森県立釜臥荘（養護老人ホーム）受託経営｛入所率｝

100%

　　事　業　名

過去の実績
（単位）

　　事　業　名

過去の実績
（単位）

　　事　業　名

（知的障害者更生施設、知的障害者授産施設）受託経営

青森県知的障害者総合福祉センターなつどまり｛入所率｝

過去３ヵ年の平均伸び
率３％を参考にした

1000 1059 1237 過去３ヵ年の平均伸び
率１２％を参考にした

　　事　業　名

過去の実績
（単位）

児童短期入所事業（青森県立八甲学園）｛利用人員｝

¥18,797,036¥19,068,405

- 7 -



　目　標　値

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

　目　標　値

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

既存物件では満床であり、

効率的な物件の検索及び

取得を進める。

　目　標　値

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

　目　標　値

4340

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

受託研修が減少したこと、

及び研修会場の収容人

員による。

（青森県立八甲学園）

1178

過去の実績
（単位）

知的障害者短期入所事業｛利用人員｝

（青森県知的障害者総合福祉ｾﾝﾀｰなつどまり

（知的障害者授産施設さつき寮））

青森県社会福祉研修所の受託経営｛受講人員｝

過去の実績
（単位）

231

34

221

24 29

275

（親子指導施設、実務研修施設）受託経営

4297 5458
過去の実績

（単位） 4399

　　事　業　名

　　事　業　名

知的障害者地域生活援助事業｛入居人員｝

　　事　業　名

過去の実績
（単位）

青森県知的障害者総合福祉ｾﾝﾀｰなつどまり｛利用人員｝

過去３ヵ年の平均伸び
率１０％を参考にした

557 744 913 過去３ヵ年の平均伸び
率２９％を参考にした

303

38
（青森県知的障害者総合福祉ｾﾝﾀｰなつどまり

（知的障害者授産施設さつき寮））

　　事　業　名
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　目　標　値

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

減少傾向に歯止めをか

け、ＰＲ活動を進めなが

ら、減少前程度の受講

生数の確保を図る。

　目　標　値

2500

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 　設定理由等

各種専門相談のＰＲを進

めることによって、３ヵ年

平均程度の件数を確保

する。

181

　　事　業　名

青森県長寿社会振興センターの事業運営

｛ﾗｼﾞｵ放送講座受講生｝

2937 2237 2345

　　事　業　名

青森県高齢者総合相談センターの受託経営｛相談件数｝

過去の実績
（単位）

189 185 169
過去の実績

（単位）
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（３）主な受託事業の再委託状況 なし （単位：千円）

①／② ③／④

（４）直営事業の比率 （単位：千円）

※　直営事業とは、公社等が自ら実施している事業です。

（５）公益事業と収益事業の比率 （単位：千円）

（６）実施事業の広報活動等

（７）類似事業を行う業種又は事業者名

※　その事業者が、県が出資等を行っている法人であるか否かに関わらず、記入してください。

長寿社会振興センター

知的障害者更生施設・知的障害者授産施設・知的障害者地域生活援助事業事務組合

自治体、事務組合、 知的障害児施設

各種行事等 7月・９月・１１月・２月

業種又は事業者名 類　似　し　て　い　る　事　業　内　容

あすなろ倶楽部

養護老人ホーム

（参考）

自治体、社会福祉事業団、社会福祉法人

（参考）

各種行事等

各種行事等

各種行事等

　　②収益事業支出額

　　③当期支出額（①＋②） 2,221,447

青森県立釜臥荘

広報した事業等 実施時期

９月・３月

　　①公益事業支出額

　　②委託事業支出額

項　　　　　　　目 11年度

　　　　①　／　③

12年度

合　　　　　計

2,057,9392,213,7762,221,447

13年度

100.0% 100.0% 100.0%

0 0

2,077,187

2,232,389

2,232,389

2,239,268

広報内容（概要）実施媒体

各種行事等 八甲学園だより青森県立八甲学園

13年度項　　　　　　　目 11年度

受託事業名
（再委託先）

再委託の内容・理由
③１３年度再委託金額

④１３年度受託事業費

①１２年度再委託金額

②１２年度受託事業費

2,077,187

0

2,239,268　　③当期支出額（①＋②）

　　①直営事業支出額

12年度

各種行事等 6月・１２月 ひだまり

　　　　①　／　③ 100.0%

2,057,9392,213,776

100.0% 100.0%

広報なつどまり4月・７月・１０月・１月

すこやか福祉事業団

青森県立安生園 ひびき

おしまこ6月・１２月・３月

隔月

青森県知的障害者総合福祉セン
ターなつどまり

事業者なし

総合福祉センター

社会福祉研修所及び長寿社会振興センター

親子指導施設

事業者なし

事業者なし
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３　組織体制等

（１）役職員数（１４．７．１現在） （単位：人） （２）職員の年代別構成（１４．７．１現在） （単位：人）

項　　目 １２年度 １３年度 ５０代以上 ４０代 ３０代 ２０代 １０代 合　計

県派遣職員 3 2 ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 21 50 33 28 0 132

県職員OＢ 2 2 県派遣職員 26 8 3 0 0 37

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 0 0 県職員OＢ 1 0 0 0 0 1

小　　計　　① 5 4 非常勤職員 14 9 0 2 0 25

県派遣職員 44 39 臨時職員 2 1 3 10 0 16

県職員OＢ 2 3 計 64 68 39 40 0 211

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 133 133

小　　計　　③ 179 175

県・市町村関係 9 9 （３）職員の勤続年数別構成（１４．７．１現在） （単位：人）

民間からの役員 28 28 ３０年以上 ２０年以上 １０年以上 ５年以上 ５年未満 合　計

小　　計　　② 37 37 ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 0 62 12 35 23 132

県職員OＢ 3 3 県派遣職員 0 0 0 23 14 37

その他の職員 17 18 県職員OＢ 0 0 0 0 1 1

小　　計　　④ 20 21 非常勤職員 0 0 9 6 10 25

臨時職員　⑤ 7 12 臨時職員 0 0 0 0 16 16

計（①～⑤） 248 249 計 0 62 21 64 64 211

（４）役職員の見直し内容

（５）常勤職員の給与体系　

（いずれかに○をして下さい。） 　給与体系の見直し予定

　給与体系の見直し予定がある場合、どの様に見直しする予定か記入してください。

　３　　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 　　３　　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

  　２　  無

１２年度 １３年度

　１　　県の給与体系を準用

　２　　法人独自の給与体系

　　１　  有　　　（　　　　　年　　　　月予定）

１４年度

役員について

職員について

退職者不補充

１４年度

0

2

0

11

13

170

常
勤
職
員

37

1

132

0

226

常
勤
役
員

非
常
勤
役
員

非
常
勤
職
員

2

25

25

16

2

役員について

職員について

退職者不補充

常勤役員数の見直し

事務局、研修所、長寿社会振興ｾﾝﾀｰの管

理部門統合による管理部門職員数の見直

し

役員について

長寿社会振興財団との統合による役員数

の見直し

職員について
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（６）経営情報等の情報公開の状況（複数回答可　　いずれかに○をして下さい。）

　青森県情報公開条例第33条の規定により実施機関が定める法人

　公開状況 　公開内容 　公開方法

１　自ら積極的に公開している

２　広報誌、新聞等、インターネット、公告

３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ３　議会において説明等

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（７）内部統制（業務チェック体制等）の状況

（８）職員研修の実施状況

受講人数

4

8

15

14

12

10

5

2

1

2

2

1

4

2

1

1

2

3

1

4

2

2

1

2

3

１２年度

援助技術基礎講座 社会福祉研修所 １２年度

地域福祉（老人）基礎講座

社会福祉研修所

社会福祉研修所

社会福祉研修所

社会福祉研修所

社会福祉研修所

１2年度

社会福祉施設職員合同研修 社会福祉研修所 １2年度

新採用職員研修

すこやか福祉事業団

社会福祉施設主任職員合同研修 社会福祉研修所

社会福祉施設新任職員研修 社会福祉研修所

監督者第一部研修（前期・後期）

社会福祉研修所

総括係長研修 すこやか福祉事業団

１2年度

１３年度

１３年度

　　　定められている 定められていない

※　青森県情報公開条例第33条の規定により実施機関が定める法人に定められた法人は条例の主旨にのっとり、その保有する情報の開示及び提供を行うため
必要な措置を講ずるよう努める責務があります。また、公益法人は「公益法人の設立許可及び指導監督基準（平成８年９月２０日閣議決定）」に基づき業務及び
財務に関する資料を主たる事務所に備えて置き、原則として、一般閲覧に供することとなっています。

３　事業内容、計画等

新採用予定者実務研修 すこやか福祉事業団

１　事務所等に備え付け

最終実施年度

１４年度

１１年度

１３年度

主事・技師職員第一部研修

実施機関名

すこやか福祉事業団

主事・技師職員第二部研修 すこやか福祉事業団

２　情報開示請求等があれば公開している

１　貸借対照表

２　損益計算書、収支計算書等（概要のみも可）

１２年度

文書取扱規程、事務委任決裁規程、経理規程等を策定し、厳格に運用している。

※内部統制とは、法人内のチェック・システムで間違い（誤謬・不正）を未然に発見できる仕組みをいう。

研修の名称

１１年度

事業団内施設間交流研修 すこやか福祉事業団

技能職員研修

すこやか福祉事業団

すこやか福祉事業団 １４年度

１３年度

１３年度

児童・障害者等福祉施設処遇職員研修

カウンセリング・アドバンスコース基礎講座

地域福祉（児童・身障・知的）基礎講座

社会福祉施設看護職員研修

社会福祉施設等施設長研修

カウンセリング基礎講座

係長研修 すこやか福祉事業団

社会福祉施設経理事務担当職員研修

児童・母子福祉施設職員研修 社会福祉研修所

１３年度

１３年度

児童・障害者等福祉施設新任職員研修

社会福祉研修所 １３年度

１３年度社会福祉研修所

児童・障害者等福祉施設主任処遇職員研修

社会福祉施設職場研修担当職員研修

社会福祉研修所

社会福祉研修所 １３年度

社会福祉研修所 １３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度
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2

2

2

1

1

2

2

4

1

1

5

2

2

4

2

1

2

1

3

1

3

1

1

3

2

2

1

2

1

1

2

2

1

1

1

2

1

3

3

1

1

2

3

全国社会福祉事業団協議
会

全国社会福祉事業団協議
会

社会福祉施設等給食関係職員（栄養士）研修

社会福祉施設等給食関係職員（調理員）研修 １３年度

社会福祉研修所

社会福祉研修所

１３年度

青森県知的障害者福祉協
会

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

全国社会福祉事業団協議
会

全国社会福祉事業団協議
会

全国社会福祉事業団協議
会

全国社会福祉事業団協議
会

１３年度

１３年度

役付職員研修

新採用職員フォローアップ研修

全国知的障害者関係施設職員研究大会

全国知的障害関係施設長会議

県公社連絡協議会

県公社連絡協議会

日本知的障害者愛護協会

日本知的障害者愛護協会

ジェントルティーチング講習会

東北地区グループホーム関係者研修会

東北地区知的障害者福祉協会施設長連絡協議会

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

第４１回手をつなぐ育成会東北ブロック大会

東北地区知的障害者福祉協会児童施設合同職員研究協議会

日本知的障害者愛護協会

日本知的障害者愛護協会

日本知的障害者愛護協会

日本知的障害者愛護協会

日本知的障害者愛護協会

青森県知的障害者福祉協
会

全国知的障害児施設運営協議会

東北地区知的障害者施設職員研究協議会

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

幹事会県外施設研修会

県福祉協会職員研修会

障害児（者）地域療育等支援事業東北ブロック研修会

知的障害者ケアマネジメント従事者養成研修

福祉QC全国発表大会

若葉マークのためのQCサークル体験教室

公社等給与・旅費担当職員研修

青森県知的障害者福祉協
会

青森県知的障害者福祉協
会

青森県地域療育等支援事
業実施施設

厚生労働省

全国社会福祉協議会

日本科学技術連盟

青森県 １３年度

社会福祉施設・介護老人保健施設給食関係職員研修 社会福祉研修所

社会福祉研修所

社会福祉研修所

老人福祉施設処遇職員研修 社会福祉研修所

基礎講座社会福祉援助技術

保健医療・福祉研究発表会

専門講座療法セミナー

老人福祉施設等主任処遇職員研修

ブロック老人福祉施設大会 老人福祉施設連絡協議会

中堅職員総合研修

事務局長及び管理監督者研修

全国社会福祉事業団大会

企画力等開発研修

ブロック老人福祉施設研究会

役員トップセミナー
全国社会福祉事業団協議

会

ブロック職員研修会

公社等情報公開・個人情報担当者研修

公社等役付職員研修

全老施協施設部会養護分科会 老人福祉施設連絡協議会 １３年度

県公社連絡協議会

県公社連絡協議会

１３年度

１３年度

県老施協職種別（給食部門）研修会 １３年度老人福祉施設連絡協議会

県老人福祉施設大会 老人福祉施設連絡協議会 １３年度

１３年度

全国社会福祉事業団協議
会

全国社会福祉事業団協議
会

老人福祉施設連絡協議会

１３年度

１３年度

１３年度

全国社会福祉事業団協議
会

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

社会福祉研修所

１３年度

１３年度

１３年度

ブロック事務担当職員研修会

ブロック管理者養成研修

ブロック業務研究発表会

１３年度

社会福祉研修所 １３年度

全国老人福祉施設研究会議
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1

1

1

2

2

2

2

2

1

2

3

2

2

1

1

1

1

2

1

2

2

全職員

全職員

全職員

全職員

全職員

（９）人事交流の実施状況 なし

へ　 名派遣

へ　 名派遣

へ　 名派遣

から 名受入

から 名受入

から 名受入

職場内研修（職場研修） 釜臥荘 １２年度

職場内研修（職場研修） なつどまり １２年度

トップセミナー 青森県自治研修所 １４年度

自閉症実践療育セミナー 日本自閉症協会 １２年度

自閉症研修会 日本自閉症協会 １２年度

児童相談所における家族療法・家族支援の実際

　　人事交流等の実績 実施年度

１３年度安生園職場内研修（接遇について）

１３年度他団体行動制限を考えるフォーラム

職場内研修（身体介護の実際） 安生園 １３年度

職場内研修（強度行動障害特別処遇研修） 八甲学園 １２年度

障害児（者）地域療育等支援事業基礎研修会

障害児（者）地域療育等支援事業コーディネーター研修会

身障及び知的障害者ケアマネジメント従事者養成研修

障害児（者）地域療育等支
援事業全国連絡協議会

障害児（者）地域療育等支
援事業全国連絡協議会

県地域福祉健康課

１３年度

１３年度

１３年度

（財）児童育成協会

日本職業リハビリテーション
学会

弘済学園

全国社会福祉協議会

１３年度

１３年度

１３年度

１３年度

音楽療法セミナーIN青森

音楽療法の実際　初心者のために

精神発達障害指導者教育
協会

児童相談所

青森音楽療法研究会

明の星学園障害学習セン
ター

１３年度

結核対策特別促進事業結核院内感染対策研修 青森保健所

県運営適正化委員会

１３年度

１３年度

老人性痴呆疾患センター研修

青森県高齢者ケア研修会

国際福祉機器展

福祉サービス苦情解決研修

第１ブロック児童福祉施設給食関係者研修会

日本職業リハビリテーション学会研修講座

第１４回こうさい療育セミナー

２００２年度言語・聴覚関連公開講座

第２回支援費制度特別セミナー

１３年度

１３年度

１３年度

県立保健大学

老人性痴呆疾患センター

他団体

他団体

１３年度東北における県立大学の相互交流連携事業共同シンポジウム

１３年度

１３年度

１３年度
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４　マネジメント評価

（１）経営理念・基本目標・中長期経営計画

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

⑥ ○ ○

⑦ ○ ○

⑧ ○ ○

⑨ ○ ○

合　計　数 9 0 9 0

はいの割合 100.0% はいの割合 100.0%

評　価 A 評　価 A

　平成１４年度からは、広く県民の健康や福祉に
係る事業を効率的・効果的に展開をするため、
財団法人青森県長寿社会振興財団と統合した
ものであり、青森県社会福祉事業団運営計画に
おいても、「策定後の諸情勢の変化に対応する
ため、必要に応じて見直しをする」とされているこ
とから、青森県すこやか福祉事業団として早期
に新たな基本計画を策定する必要がある。

公社等記入 所管課記入

経営理念・基本目標・中長期経営計画に関する所管課のコメント

評  　　価　　  項　　  目

経営理念・基本目標・中長期経営計画に関する公社等のコメント

中長期経営計画の策定を行っているか。（現在策定中を含む。）

中長期経営計画に経営者の経営理念・基本目標は反映されているか。（現在策定中を含む。）

中長期経営計画は実現可能なものとなっているか。（現在策定中を含む。）

　事業団の中長期計画として平成１０年に「青森県
社会福祉事業団運営計画」を策定し、それに沿っ
て運営してきている。
平成１４年４月に青森県長寿社会振興財団と統合
されたこと及び県の「青森県社会福祉基本計画」
が平成１４年に見直し改定されたこと等から平成１
４年度に青森県すこやか福祉事業団としての新た
な基本計画の検討に着手することとしている。

中長期経営計画の進捗状況について、定期的に比較検証を行っているか。

中長期経営計画の進捗状況は役職員に周知されているか。

経営者の経営理念・基本目標は役職員に周知されているか。

経営者の経営理念・基本目標は事業内容に反映されているか。

年度ごとの経営目標に経営者の経営理念・基本目標は反映されているか。

中長期経営計画は役職員に周知されているか。（現在策定中を含む。）
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（２）事業内容等

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

⑥ ○ ○

⑦ ○ ○

⑧ ○ ○

⑨ ○ ○

⑩ ○ ○

⑪ - -

⑫ ○ ○

⑬ ○ ○

⑭ ○ ○

⑮ ○ ○

⑯ ○ ○

⑰ ○ ○

合　計　数 15 1 13 3

はいの割合 93.8% はいの割合 81.3%

評　価 A 評　価 A

県立の福祉施設等を県から受託運営することが主
たる目的と事業内容であるが、入所及び在宅サー
ビスともに「利用者本位」を基本に県民ニーズに合
致した事業推進に努めている。
④について・・・長寿社会振興センター、研修所、親
子指導事業、強度行動障害事業、地域療育等支
援事業、自活訓練事業、自立生活訓練、地域生活
実習、地域生活支援センターは類似しない。

　青森県すこやか福祉事業団へ事業委託してい
る養護老人ホーム「安生園」、「釜臥荘」、知的障
害児施設「八甲学園」、知的障害者更正施設「し
らかば寮」、知的障害者授産施設「さつき寮」に
ついては、設立当初は、県内における同種の施
設が少なく、先駆的施設として位置付けられ、一
定の役割を果たしてきたことは、評価に値する。
しかし、その後、民間法人等により多くの施設が
整備され、県内の施設レベルが向上してきた現
在においては、公立施設のあり方及び果たすべ
き役割が改めて問われており、県は事業団と一
体となって今後の事業団のあり方について、民
間移行の可能性を含め検討をしているところで
ある。
　検討に当たっては、民間と類似する事業のほ
か、類似しない知的障害者総合福祉センターな
つどまりにおける「親子指導施設、実務研修施
設」、「長寿社会振興センタ-」、「社会福祉研修
所」等について、その必要性を含めて検討してい
るところである。

事業内容等に関する公社等のコメント

広報活動を通して事業に対する県民ニーズの調査・把握を行っているか。

広報活動を通して実施事業の県民満足度の調査・把握を行っているか。

広報活動を通して得た県民ニーズ・満足度を、事業にフィードバックさせているか。

類似事業を行う民間団体等の状況を把握しているか。

事業内容等に関する所管課のコメント

委託事業支出額が直営事業支出額を上回っていないか。

公益事業支出額は当期支出額の２分の１以上か。

評  　　価　　  項　　  目

設立目的と事業内容は合致しているか。

県の施策と事業内容は整合しているか。

事業内容は現在の社会情勢に合致しているか。

事業の目標値は数値を用いて設定しているか。

再委託なし

公社等記入 所管課記入

主要部分の全てを再委託している受託事業はないか。

事業内容は民間、他団体等の事業に類似・競合していないか。

事業の目標値は社会情勢、経営状況を勘案し実現可能か。

事業の目標値と実績値の比較を行っているか。

事業の目標値と実績値の差違の原因分析を行っているか。

事業の目標値を達成するよう改善努力を行っているか。

再委託の内容・理由は適切か。
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（３）組織体制等

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

⑥ ○ ○

⑦ ○ ○

⑧ ○ ○

⑨ ○ ○

⑩ ○ ○

⑪ ○ ○

⑫ ○ ○

⑬ ○ ○

⑭ ○ ○

⑮ ○ ○

⑯ ○ ○

⑰ ○ ○

⑱ ○ ○

⑲ ○ ○

合　計　数 17 2 15 4

はいの割合 89.5% はいの割合 78.9%

評　価 A 評　価 B

これまでも職員のプロパー化を進めて来たが近年
はプロパー職員の施設次長職や課長職、同じく女
性プロパー職員の課長職への登用を図ってきてい
る。
⑲について・・・事業団内での人事交流はある。

　 職員のプロパー化、管理職への登用を進めて
きているが、プロパー職員の役員登用について
は、事業団設立が昭和５２年と比較的歴史が浅
いこと等により、進んでいない状況にある。今
後、県派遣職員の引揚げをすすめていく上でも
積極的な登用を図っていく必要がある。
　役員報酬については、県の公社として位置付
けられていること、また、職員給与については、
厚生労働省通知により、県職員に準ずると規定
されているものである。

評  　　価　　  項　　  目
公社等記入 所管課記入

組織体制等に関する所管課のコメント

役員構成の見直し（計画の策定含む。）を行っているか。
※常勤役員を最小限としているか。よりふさわしい者を役員とするよう努めているか等

役員数の見直し（計画の策定含む。）を行っているか。
※役員数が過不足ないようにするよう努めているか等

理事長等の常勤化を行っているか。

プロパー職員の役員登用を行っているか。

職員数の見直し（計画の策定含む。）を行っているか。

各種規程は役職員に周知されているか。

プロパー職員の管理職登用を行っているか。

服務規程、就業規則等は定められているか。

組織（課・係の再編成や事務分掌の変更等）の見直しを行っているか。

役員報酬は地域水準、同規模・同業他社と比較して適切なものとなっているか。

職員給与は地域水準、同規模・同業他社と比較して適切なものとなっているか。

経営情報等の情報公開を行っているか。

他団体との人事交流を行っているか。

役員報酬規程、職員給与規程は定められているか。

組織体制等に関する公社等のコメント

財務規程、経理規程等は定められているか。

決裁に関する規程は定められているか。

管理職を対象とした研修を行っているか。

一般職員の能力を引き出すような研修を行っているか。

各種規程は遵守されているか。
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（４）事業遂行の効率性等

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

⑤ ○ ○

⑥ ○ ○

⑦ ○ ○

⑧ ○ ○

⑨ ○ ○

⑩ - -

⑪ - -

合　計　数 9 0 9 0

はいの割合 100.0% はいの割合 100.0%

評　価 A 評　価 A

該当なし

該当なし

特定の物品を各施設毎の入札から事務局での一
括入札に改善する等コスト縮減に努め、一定の効
果を上げている。また、一部業務の外部委託につ
いて拡大を検討している。

　 民間法人への移行及び知的障害者施設にお
ける支援費制度の導入等を視野に入れ、更なる
事務の効率化を促進するため、一層の管理費
の節減に努める必要がある。また、業務の中で
可能な部門についての外部委託化等を早期に
進めていく必要がある。

事業遂行の効率性等に関する所管課のコメント

評  　　価　　  項　　  目
公社等記入 所管課記入

事務処理の問題点の定期的な把握や原因分析を行っているか。

事務処理の問題点に対する定期的な改善を行っているか。

管理費削減のために支出項目の分析を行っているか。

金融機関等に対する金利交渉を行っているか。

管理費削減のために具体的な改善を行っているか。

入札方式・契約の工夫等、委託・購入コストの低減に取り組んでいるか。

効率的な業務遂行のための外部委託（調査・研究を含む。）行っているか。

取引相手先は固定化していないか。

資金運用、投資先の定期的な見直しを行っているか、

保有資産の含み損益を把握しているか。

債権の回収可能性を明確に把握しているか

事業遂行の効率性等に関する公社等のコメント
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（５）提言への対応状況

はい いいえ はい いいえ

① ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ ○ ○

合　計　数 3 1 3 1

はいの割合 75.0% はいの割合 75.0%

評　価 B 評　価 B

（６）マネジメント総合

はい いいえ はい いいえ

53 4 49 8

はいの割合 93.0% はいの割合 86.0%

評　価 A 評　価 A

公社等記入 所管課記入

公社等経営委員会からの提言等について役職員に周知しているか。

④について・・・県所管課の「青森県すこやか福祉
事業団検討委員会」での検討に積極的に参画する
とともに事業団内部組織の事業団あり方検討委員
会においても対応している。
   また、前回の提言やコスト節減等については、既
に実施しているものもある。

　 平成１４年３月の公社等経営委員会の提言を
受け、県においては、「青森県すこやか福祉事
業団検討委員会」を設置し、構成委員に事業団
側から２名の参画の基、公社等経営委員会から
の提言への対応策について検討しているところ
である。
　 また、事業団内部に設置されたあり方検討委
員会とも連携し、県、事業団が一体となって対応
している。
　提言のうち、あおもりシニア洋上セミナーにつ
いては、提言を踏まえ平成１３年度休止としたほ
か、「あおもりシニア洋上セミナーの参加者につ
いては、地域のリーダーとして活動していけるよ
うなフォローが必要」との提言については、平成
14年度から、シニアすこやか事業（新規事業）と
して、これまで養成してきた高齢者指導者等を中
心とした組織「あすなろ友の会」を結成し、会員
自らが各種事業を企画・運営したり、県内６地区
にある支部独自の事業を推進している。
＜参考＞
　青森県すこやか福祉事業団検討委員会構成委員
　　委員長　健康福祉部次長
　　副委員長　健康福祉部次長
　　委員　　　健康福祉政策課長、高齢福祉保険課長、
　　　　　　　　障害福祉課長、
　　　　　　　　青森県すこやか福祉事業団専務理事、
　　　　　　　　青森県長寿社会振興センター所長

公社等経営委員会からの提言等について対応策を実施しているか。（一部実施含む。）

提言への対応状況に関する公社等のコメント 提言への対応状況に関する所管課のコメント

所管課記入

公社等経営委員会からの提言等について対応策の検討を行っているか。

公社等経営委員会からの提言等について対応策を策定しているか。

評  　　価　　  項　　  目
公社等記入
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Ⅲ　財　務

１　財務の状況 ※　二つ以上の会計部門を持っている法人は総括表により記載する。

11年度 12年度 13年度

ｱ 2,240 1,875 108

ｲ

ｳ

ｴ 18,012 18,867 18,766

ｵ 209,863 141,509 107,959

ｶ 27,077 34,834 17,722

ｷ 1,885,871 1,950,090 1,958,860

ｸ 20 570 160

ｹ

ｺ 14,640 6,665 9,899

ｻ

ｼ

ｽ

ｾ 156,750 136,720

ｿ 2,665 24,799

ﾀ 195 83 39

ﾁ 2,317,333 2,291,213 2,138,312

ツ 222 355 353

テ 2,317,555 2,291,568 2,138,665

ト 435,087 438,109 389,503

ナ 1,724,192 1,715,400 1,749,082

　 1,435,577 1,418,300 1,380,988

ヌ

ﾈ 

ﾉ 156,750 136,720

ﾊ

ﾋ 195 83 39

ﾌ 2,316,224 2,290,312 2,138,624

ﾍ 1,109 901 △ 312

ﾎ

注１　正味財産増減計算書より

ﾏ 2,665 24,799

ﾐ 

ﾑ 

ﾒ 171 171

ﾓ 1,989 2,065 16,790

ﾗ

（単位：千円未満四捨五入）

負担金収入

基本財産収入

支出の部

寄付金収入

運用財産受取利息

雑収入

（１）収支計算の概要

収入の部　　　　　項　　目

基本財産運用収入

当期支出合計

増加の部

固定資産売却収入

固定資産取得支出

借入金返済支出

収入合計

借入金収入

敷金・保証金戻り収入

特定預金取崩収入

他会計受入収入

会費収入

入会金収入

事業収入

他会計繰入支出

事業費

管理費

敷金・保証金支出

その他の引当金取崩額

特定預金支出

補助金等収入

受託収入

ニ　(うち人件費)

当期収入合計

前期繰越収支差額

退職給与引当金取崩額

次期繰越収支差額

当期収支差額　チ－フ

その他の引当金繰入額

固定資産減価償却額

退職給与引当金繰入額

減少の部

固定資産除売却額
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注１　減価償却方法

（例：定額法による税法基準の償却率）

11年度 12年度 13年度

注２　退職給与引当金の引当方法

注３　その他の引当金の種類と引当方法

引当金の名称 引当方法

引当金の名称 引当方法

引当金の名称 引当方法

引当不足がある場合は、あるべき期末残高と期末帳簿残高との差額を　ラ　に加味する。

定額法による税法基準の償却率

旧長寿社会振興財団については、普通退職を想定して引当してきている。（現在高は０円である。H１４．３．３１現在不足額１４，４３１，７４０円）
旧社会福祉事業団については、引当しないで、退職者が発生する都度、県で予算措置の上、対応してきている。
平成１４年４月１日に旧長寿社会振興財団と統合し、すこやか福祉事業団となってからの取扱いについては、検討中である。

0 0

（引当していない場合や引当不足がある場合は、支給対象社員の自己都合退職の期末要支給額を計算し、期末帳簿残高との差額を　モ　に入れ
る。）

償却過不足額

償却不足額の当該年度分は　メ　に加味する。 0
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（単位：千円未満四捨五入）

a 99,012 127,911 145,939

b 216,400 229,073 223,294

c 65,350 65,350 95,350

d 151,050 163,723 127,944

e 315,412 356,984 369,233

f 94,684 122,680 141,020

g

h 20,377 22,441 0

I

j 115,061 145,121 141,020

k 200,351 211,863 228,213

l 70,058

（３）内部留保金額　　年度末現在 （単位：千円未満四捨五入）

総資産額 315,412 356,984 369,233

（1）財団法人における基本財産 △ 65,350 △ 65,350 △ 95,350

（2）公益事業を実施するために有している基金 △ △ △

（3）法人の運営に不可欠な固定資産 △ 151,050 △ 163,723 △ 127,944

（4）将来の特定の支払に充てる引当資産等 △ 20,377 △ 22,441 △

（5）負債相当額 △ 94,684 △ 122,680 △ 141,020

ｍ　内部留保金額 △ 16,049 △ 17,210 4,919

※　「内部留保」とは、総資産額から、次の事項等を控除したものとする。

①

②

③

④

⑤

負債合計

将来の特定の支払に充てる引当預金等：退職給与引当金、減価償却引当預金等　（引当預金についても、法人の運営上将来必要な
特定の支払に充てることが明瞭であり、かつその支払等が可能な限り明確に予定されているものに限られるべきである。従って、退職
給与引当金の債務の額を超えて引き当てられた退職給与引当預金等は、これに該当しない。）

法人の運営に不可欠な固定資産：法人事務所、事業所、土地、設備機器等 （固定資産については、真に必要な水準に限られるべき
ものであり、法人の事業内容、規模等から考えて不必要に広い法人事務所等は、これに該当しない。）

（うち借入金）

（うち当期増減額）

正味財産

負債相当額（将来の支出が明瞭なものに限る。また、引当預金を有しているものは除く。）

（２）財政状態の概要

項　　　　　目

（うち基本財産／基本金）

流動資産

固定資産

財団法人における基本財産

公益事業を実施するために有している基金（事業目的が限定的であり、容易に取り崩しができないものに限る。）

（うちその他の固定資産）

（うち借入金）

12年度11年度 13年度

項　　　　　目 11年度 12年度 13年度

資産合計

流動負債

固定負債
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（４）補助金等の受入状況

対全体収入比 対全体収入比 対全体収入比

（左の額／チ） （左の額／チ） （左の額／チ）

0.0% 0.0% 0.0%

209,863 9.1% 141,509 6.2% 107,959 5.0%

0.0% 0.0% 0.0%

209,863 9.1% 141,509 6.2% 107,959 5.0%

0.0% 0.0% 0.0%

1,878,027 81.0% 1,938,735 84.6% 1,948,056 91.1%

7,844 0.3% 11,355 0.5% 10,804 0.5%

1,885,871 81.4% 1,950,090 85.1% 1,958,860 91.6%

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2,095,734 90.4% 2,091,599 91.3% 2,066,819 96.7%

　※１～※３の具体的内容 単位：円

補助金収入（県） 旧事業団事務局 75,033,257 55,562,596 59,906,025

旧長寿財団 134,830,000 85,946,342 48,053,000

209,863,257 141,508,938 107,959,025

受託料収入（県） 八甲学園 486,829,552 484,188,929 486,831,124

八甲学園GH 7,059,960 11,303,400 9,532,800

安生園 275,046,786 267,673,819 282,723,377

釜臥荘 163,750,171 162,157,345 155,017,341

なつどまり 826,054,498 846,843,716 844,402,322

なつどまりGH 4,706,640 5,419,971 4,289,760

研修所 72,122,184 71,119,081 72,485,256

長寿 42,457,142 90,029,431 92,773,612

1,878,026,933 1,938,735,692 1,948,055,592

受託料収入（市） 八甲学園GH 6,275,520 8,721,800 7,149,600

なつどまりGH 1,568,880 2,632,977 3,654,240

7,844,400 11,354,777 10,803,840

小計

小計

小計

合　　　　　　計

そ　の　他

※３

小計

国

小計

その他

その他

国

県

補助金収入

※１

小計

国

県

県

その他

受託料収入

※２

（単位：千円未満四捨五入）

12年度 13年度区　　　　　分
交　付　者

11年度
国・地方公共団体
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２　財務分析

（１）損益計算

フロー式正味財産増減計算書（損益計算書） 11年度 12年度 13年度

増加原因の部 計算式

基本財産運用収入 ア 2,240 1,875 108

入会金収入 イ 0 0 0

会費収入 ウ 0 0 0

事業収入 エ 18,012 18,867 18,766

補助金等収入 オ 209,863 141,509 107,959

負担金収入 カ 27,077 34,834 17,722

受託収入 キ 1,885,871 1,950,090 1,958,860

寄付金収入 ク 20 570 160

運用財産受取利息 ケ 0 0 0

雑収入 コ 14,640 6,665 9,899

基本財産収入 サ 0 0 0

固定資産売却益（損） シ－ム 0 0 0

退職給与引当金取崩額 マ 2,665 0 24,799

その他の引当金取崩額 ミ 0 0 0

小計 リ 2,160,388 2,154,410 2,138,273

減少原因の部 計算式

事業費 ト 435,087 438,109 389,503

管理費 ナ 1,724,192 1,715,400 1,749,082

固定資産減価償却費 メ 171 171 0
モ 1,989 2,065 16,790

ラ 0 0 0

小計 ル 2,161,439 2,155,745 2,155,375

リ－ル △ 1,051 △ 1,335 △ 17,102

（２）　独立採算過不足額計算

　損益計算の結果を受けて、法人運営費用に対する独立採算の過不足額を計算する。

独立採算過不足額計算書 11年度 12年度 13年度

計算式

当期正味財産増減額（当期利益・損失額） レ △ 1,051 △ 1,335 △ 17,102

補助金等収入 オ 209,863 141,509 107,959

独立採算過不足額（△） ロ レ－オ △ 210,914 △ 142,844 △ 125,061

　次の計算式で、独立採算度を計算する。

独立採算度の計算 11年度 12年度 13年度

独立採算過不足割合＝ロ 独立採算過不足額 ／ ト 事業費＋　ナ 管理費 △ 9.8 △ 6.6 △ 5.8

（単位：％小数点１桁）

（単位：千円未満四捨五入）

その他の引当金繰入額

　収支計算書等を以下のように組み替えて、フロー式（公益法人会計基準第５の２の但し書き）の正味財産増減計算書を作
り、損益の状況を発生原因別に明らかにする。

退職給与引当金繰入額

当期正味財産増減額（当期利益・損失額）　　レ

（単位：千円未満四捨五入）
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（３）その他の財務分析比率表

（単位：％・小数点１桁）

11年度 12年度 13年度
傾　　向

（13年度/12年度）

健　全　性

内部留保率 ｍ　内部留保金額／チ　当期収入合計 -0.7 -0.8 0.2 ↑

管理費比率 74.4 74.9 81.8 ↓

人件費比率 83.3 82.7 79.0 ↑
採　算　性

正味財産対収支差額比
率 0.6 0.4 △ 0.1 ↓

総資産対収支差額比率 0.4 0.3 △ 0.1 ↓

総収入対収支差額比率 0.0 0.0 △ 0.0 ↓

総資産回転率 7.3 6.4 5.8 ↓

１人当たり年間収入 11,249 10,859 10,086 ↓
安　全　性

流動比率 104.6 104.3 103.5 ↓

総資産対正味財産比率 63.5 59.3 61.8 ↑

借入金依存度 →
上　昇　数 3
横ばい数 1
下　降　数 7

評　価 －

チ　当期収入合計／ 　総職員　（単位：千円）

ａ　流動資産／ｆ　流動負債

ｋ　正味財産／ｅ　資産合計

　　借入金等残高／ｅ　資産合計

比率の名称

ヘ　当期収支差額／チ　当期収入合計

チ　当期収入合計／ｅ　資産合計　（単位：回）

算　　　式

ナ　管理費／フ　当期支出合計

ニ　管理費（うち人件費）／ナ　管理費

ヘ　当期収支差額／ｋ　正味財産

ヘ　当期収支差額／ｅ　資産合計
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３　財務評価

（１）評価のフローチャート（下記の該当するYes、No及びＡ～Ｄを丸で囲むこと）

＜独立採算過不足額計算書他からみて＞

ロ　独立採算不足額が軽微か
　(減価償却前ﾌﾟﾗｽ等で判断)

ヘ　資金収支が黒字か

マイナスは軽微
かつ解消可能か

Ａ

Ｂ

Ｄ

Ｄ

Ｃ

Ｄ

Ｃ

Ａ：良好な経営状態
Ｂ：経営努力を行いつつ事業は継続
Ｃ：事業内容の見直し等による経営改善が必要
Ｄ：深刻な経営難の状況にあり、経営の観点からは事業の存廃をも含めた検討が必要

Yes

No

独立採算制が保たれているか
　（ロがプラスか）

ロ　独立採算不足額が増加傾
　向にあるか

レ　正味財産増減額がプラスか
　（損益から見て黒字か）

ｋ 　正味財産がマイナスか

m 　内部留保額はマイナスか

所定期間内に不足
解消可能か

所定期間内に不足
解消可能か

Yes

Ｃ

Ｄ

Yes

Yes

NoNo

Yes

Yes

Yes Yes

No
No

No

No

Yes

No

No

No

Yes
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（２）財務分析に関する自己評価

自己評価 所管課評価

C C
公社等コメント（評価の変更理由等） 所管課コメント（評価の変更理由等）

公社等の業種や性格、公共性、また設備投資の多寡、経営の責めに帰すべき理由なども考慮し、（１）のフローチャートによる評
価を変更する場合にはその理由（県の施策等と実施事業の関連性、類似事業を行う法人等の状況等の考慮）を具体的に記入し、
自己評価をする。

事業団の業種の性格は、公共性が高い県立の福
祉施設等の受託運営であり、他の公社等のような
営業的性格を有していない。事業費も県の予算に
基づき、単年度予算であり、決算において剰余金
が生じても全額県に返還する仕組みとなってお
り、当該財務分析とは傾向を異にしているのでは
ないかと考える。

　 青森県すこやか福祉事業団は、社会福祉施設
等の運営の受託を目的として設立されたものであ
り、県からの補助金、委託料収入（措置費分含む）
以外に、自主財源がないことから、財務評価（フ
ローチャート）結果が、そのまま適用になるもので
はないが、事業団が受託運営している養護老人
ホーム、知的障害児施設、知的障害者施設につ
いては、他の民間施設等においても同種事業を
行っており、運営経費縮減の見地から、経営的感
覚に立った事業の展開が求められるものであり、
更なる経営努力、経営改善を行っていく必要があ
る。
　 特に、知的障害者施設については、平成１５年
４月からの支援費制度の導入に向けた早急な対
応が求められる。
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Ⅳ　　公社等経営評価総括表

公社等の名称：

１　マネジメント評価

公社等自己評価 所管課評価

（１） Ａ Ａ

（２） Ａ Ａ

（３） Ａ Ｂ

（４） Ａ Ａ

（５） Ｂ Ｂ

２　財務評価

公社等自己評価 所管課評価

（１） Ｄ

（２） －

（３） Ｃ Ｃ

３　総　　合

－ Ｃ －

４　公社等経営評価委員会のコメント

項　　　　目　　　

社会福祉法人　青森県すこやか福祉事業団

事業遂行の効率性等

フローチャートによる評価

提言等への対応状況

経営理念・基本目標、中長期経営計画

事業内容等

組織体制等

Ａ Ｃ Ａ

　当委員会は、本法人から提出された評価シートや決算書類等を調査し、ヒアリングした限り、本
法人と所管課からの評価には同意できない。
　このように判断した要因として以下のようなことを指摘することができる。
　マネジメント評価に関しては、（社福）青森県社会福祉事業団と（財）青森県長寿社会振興財団
の統合後の本法人のあり方に係る「平成１３年度青森県公社等経営委員会提言及び県の公社等改革
推進計画の基本方針」を検討するために設置された「青森県すこやか福祉事業団検討委員会」に
とって、より健全で適正である社会福祉事業経営方針を広範な視点から集約する上で、民間の人的
資源活用が不可欠であるにもかかわらず、県の社会福祉分野の役職員を中心に内部的に構成されて
いるからである。
　したがって、当委員会は民間の社会福祉事業経営者・中間管理者や有識者を当検討委員会の委員
として参加させることを求めるものである。
　また、本法人内部の構成員で組織されている「事業団あり方検討委員会」についても同様なこと
を求めるものである。
　一方、財務評価に関しては、民間社会福祉法人施設等の大部分が既に社会福祉法人会計基準に基
づき、適切なコスト管理と経営努力の結果が反映されるよう損益計算書の考え方を導入し、減価償
却の実施、退職給与引当金を設定して経済的な自立を高めるよう取り組んでいるにもかかわらず、
本法人のコメント（公益性が高い県立の福祉施設等の受託運営であり、他の公社等のような営業的
性格を有していない。）は時代にそぐわないものであり、本法人がコスト管理や経済的自立等を第
一義的に意識して事業活動していく経営姿勢が希薄であると推察されるからである。
　したがって、当委員会は本法人に対して、コスト縮減や自主独立経営等の経営改善の遂行をとお
して経営していくという意識改革を強く求めるものである。

財務分析に関する自己評価
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